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情報化と企業経営
中辻卯一
I まえがき
「情報化の進展」それ自体ではなく，過去，現在および将来におけるそれ
が「企業経営」にいかなる関連をもち，インパクトを与え，また与えるかに
ついて検討するのが主目的であるが，特に「情報ネットワーク社会」におけ
る「経営情報の価値（使用価値，交換価値）」に関して，① 産業の情報化，
② 情報の産業化，（③ 個人，家庭の情報化，④ 社会の情報化）のうち，
特に①，②について展開してみる。ただし②については，その発展はわれわ
れにとって重要な関心事ではあるが，次稿で取り上げたいと考えている。
ただ情報化の進展，利用分野の拡大傾向は，ゾフトウエアの需要，質の高
い開発人材の必要性が急激に高まって来ているのに対し，企業ユーザー内の
供給不足により対応出来ず，外部の情報産業（ソフトウエア産業）の発展を
加速させる要因ともなっており，それでもソフトウエアの開発，供給が，爆
発的な勢いで増大する需要に追いつかず，いわゆるバックログ（ソフトウエ
(1) 
ア開発の積み残し）を大量に抱えている現状で「ゾフトウエア危機（ソフト
(2) 
ウエア・クライシス）」が現実のものとなっている。
(1) 「バックログ問題の解決を探る」（日経コンピューク1982年12月27日号），「第2
回バックログ／ソフトウェア生産技術利用実態調査」（同上1986年 1月6日号）
(2) 霧生廣著「ソフトウェア産業の実像」（昭61.日刊工業新聞社），「情報技術の
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かかる現状のもとで情報産業（ソフトウエア産業）の実体がどうなってい
るかを検討することが重要な課題ではあるが， その各社の実像， 質的内容
は，単に売上高，資本金，申告所得額，従業員数，それ等の伸び率のみの判
断では不明であり，実際に各社の実状をヒャリング，質問調査することによ
り分折調査する必要がある。特に開発されたソフトウエアの質的内容，技術
系ソフトウエアとともに，場合によればそれ以上にマネジメント関係のゾフ
トウエアの開発力の調査， さらに新入社員教育 (2~3ヶ月間）， その後の
社員教育の内容，カリキュラム，通産省の情報処理技術者検定試験の合格率
等を調査する必要があると考えている。これらの調査を今後実施し，次の機
会に検討したいと考えている。
①の場合，「企業内部」の「情報化の進展」による影響と， 通信回線， ニ
ニューメディアの発展（「デーク通信」 として「情報処理」と 「通信」の結
合）による「企業間情報ネットワーク」の形成による諸問題（マクロ的にで
はなく，経営主体的にミクロ的に）を区別して考察する必要がある。後者の
場合については，さらにわれわれの関心の中心は交換系の通信にあり，放送
系に主として属するニュー マスアディアの問題とは区別し，それを従とし
(3) 
て取扱う。
また， 本題の検討に先だって，「企業にとって情報とは何か」と「情報化
の進展とは何か」を考察しておきたい。
:r 企業にとって情報とは何か
企業における情報は，他の経営諸資源の動き，経営諸活動の状況を映す鏡
の役割，現実の写像としての性格をもち。鏡を見て，写像を見て，それをい
かに使うかは，それを利用する側（人間，マネジメント）の能力，感受性，
センスの問題につながる。
進展と情報処理環境」（日経新聞68.8.18)
(3) 拙稿「MIS.OAとニューメディア (I), (Il)」（商学論集第29巻第5号，
第6号）
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(4) 
経営情報の使用価値は元来間接評価の宿命をもつ。しかし現在および将来
も有効な経営管理活動，意思決定活動，業務活動等を効果的に遂行するため
には，有効な しかも迅速に提供される種々の経営情報が必ず必要であり，
(5) 
「管理あるいは意思決定が情報処理として一物二面観をなしている」，情報は
(6) 
「マネジメントにとって二面性の一面を形成する極めて重要な側面である」
という認識は非常に重要である。
ただしこの場合，情報機能を広義に管理機能そのものにに包含されるよう
な見解を取る立場も見うけられるが，やはり両機能には独自の領域，内容が
あくまで存在する故，別個の機能として検討すべきものという考えを主張し
たい。
(7) 
この点に，われわれの「関連性と区分」，「歌舞伎の黒子」論の主張があり，
(8) 
「生産要素」として認知するとして，「触媒反応の動因 (catalyticagent)」
(9) 
であると考える因がある。石井威望教授の「情報の逆転現象」の考えまでに
は認識できない。
最近，「情報化社会」という言葉とともに「情報」を重視する傾向があり，
勿論それを否定するものではないが，企業における情報は人体にたとえると
神経系統であり，それが麻痺状態になると，古くはN, ウイナー (Wiener)
(10) 
が「サイバネテックス (Cybernetics)」の第4章の最初の所で例示したよう
(4) A. M. McDonough, Information Economics and Management Systems, 
1963. (McGraw-Hill), 松田武彦， 横山保監修長阪精三郎訳「情報の経済学と
経営システム」（昭41.好学社），拙稿「経営情報の経済性に関する若干の考察」
（関大研究双書第24冊）
(5) 遠山暁稿「サイバネ的事務思考におけるオフィスシステム」（事務と経営
Vol. 32, No. 395) pp. 22-23 
(6) 拙稿「経営情報システム論序説」（商学論集第16巻第2, 3合併号）
(7) 拙稿「『OA』の経営学的考察」（商学論集第28巻第4号）
(8) G. R. Terry, Office Management and Control, 3rd ed. 1958. 菊地武訳
「事務管理の科学」（昭34.日本事務能率協会） pp. 3-45 
(9) 石井威望著「エレクトロニクス社会」（昭58.講談社） p. 102 
(10) N. Wiener著池原止才夫他訳「サイバネティックス」（昭37.岩波書店） p.115 
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なフィードバック コントロール (feedbackcontrol)に欠陥を生じたよう
な精神病院の患者のように，また近くは世田谷のケーブル火災のような大混
乱が生じることは間違いないが，その他に頭脳（マネジメント）， 血液循環
系（経理活動），骨格（組織），各内臓器官 筋肉（生産，販売等活動）も重
要であり，それ等の神経以外の活動が十二分に活動してこその神経活動であ
る。
今井賢ー教授は，情報が頭脳で，通信が神経，産業が作り出すモノやサー
ビスの部分は筋肉に相当するといわれる点は少しわれわれと異なる部分もあ
るが，「頭脳や神経がいかに敏感になろうと， この筋肉がしっかりしていな
いと産業というものはだめになる。」「産業を発展させるには，神経網を緻密
に張りめぐらすことも必要だが，頭脳と筋肉を鍛えることがより重要なので
ある。また，両者を同時に鍛えることが大切なのであり，頭脳ばかりが発達
して筋肉が退化すると，最近のアメリカの産業のように産業システムは弱体
(11) 
化する。」と言われる。
また最近，「情報の創造」ということが「戦略論」 との関係で論ぜられる
ことが多いが，「情報」がひとりでに「創造」されるのではなく， 役立つ，
意味のある情報を人間が，マネジメントが意識的に収集し，補完し，時には
止場されながら，一段と高次の情報に作り変え，活用するところに「情報の
創造」があるということも強調しておきたい。
「企業進化論一ー情報創造のマネジメント」を書かれた野中郁次郎教授は
次のように述ぺておられる。
情報を創るということは， ‘‘意味のある"情報を創るということである。
「企業の戦略や進化と関連させていえば，それは概念を創るということであ
る。」「すぐれた概念は現象についての新しい祖角や『ものの見方』を与え，
情報を組織化する，つまり事象認識の枠組を与える。情報を創るということ
の本質は， 『ものの見方』 という意味情報 (semantics)を創ることなので
(11) 今井賢一著「情報ネットワーク社会」（昭59.岩波書店）
同 上稿「情報ネットワークの構築」（日経新聞61.1.18)
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ある。つまり， 新しい意味をつけ加えるということである。」 「それは， 情
報を組織化する，あるいは解釈する場合の祖点を変えるということである。
簡単にいえば，発想転換につながるような情報の意味解釈の新しい次元ない
(12) 
し視角を創るということである。」として， 一時代を画した戦略は， 常に視
点転換を可能にする概念の創造であったとして，ヘンリー・フォードの「ユ
ニバーサル・オートモビル」，小林宏治の「C&C」，北原安定の「 INS」
中内功の「価格破壊」， 堤清二の「市民産業」， 山下俊彦の「アクション・
61」の諸概念，さらにトップ マネジメントだけの情報創造ではなく，組織
のあらゆるレベル，あらゆる部門での情報創造こそ， これからのマネジメン
(13) 
トの追求すべき課題である， として種々の具体例が示される。
またさらに後段で，「情報の創造という世界」は，「極限追求の崇高な精神
活動である。実行可能な目標では発想転換は起らない。高い目標とは何か。
おそらくそれは，なんらかの意味で大きな矛盾の解消は，両方を融合し一段
上のレベルの情報を弁証法的に創らざるをえない状況に追い込むことで可能
tu) 
になるのだろっ。」と述べられる点に注目したい。
「情報の創造」ということは，情報そのものに力があるのではなく，組織
のあらゆるレベルで，それを「発想転換や視点転換を起すような意味ある情
(15) 
報（概念や価値）をつくる」ように活用できる人間，マネジメントの大きな
努力のなかに生まれるものである。
1970年代のコンティジェンシー（環境適合）理論に対する80年代の企業家
(16) 
的創造力活性化理論も関連をもっと考えるが， 「戦略論」そのものに近いの
でここでは取り扱わない。
なお， T.R.プレークスリーは人間の創造的能力を開発して行くにはどう
(12) 野中郁次郎著「企業進化論」（昭60.日本経済新聞社） pp. 229-230 
(13) 同上 pp.239-246 
(14) 同上 p.251 
(15) 野中郁次郎稿「情報処理から情報創造へ」（日経新聞61.2.7) 
(16) 加護野忠男稿「組織論」（日経新聞61.2.10~)
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(17) (18) 
すればよいかを述ぺているが，すでに紹介したのでここでは省略する。
皿情報化の進展とは何か。
情報化の進展は，情報処理および情報通信技術の革新，具体的にはコンピ
ュークと通信新技術のそれぞれの発展，それらの連結（ディジクル情報通信
ネットワーク，インフランストラクチャー）およびデーク ベースの充実が
(19) 
主役となる。
今井賢ー教授は， これらの技術は「かつての多くの産業技術のような局部
的なイノベーションではなく，ほとんどあらゆる産業分野で利用される包括
的（ジェネリック）・浸透型の技術である。」
「同時に，需要や技術の差異が小さくなってきていることが，ネットワー
(20) 
ク化を促す要因になっている。」と述ぺられる。
そしてその技術的基礎的構成から得られるものは， 「情報に広がりと速え
を与えたこと」であり，「時間的，空間的制約を越えた短路」であり， さら
に「いろいろな社会単位が従来のワクを越えて結びつく種々のネットワーク
の形成」である。
(21) 
今井賢ー教授は， この点に関して次のように述べられる。
「市場を場所的および時間的に拡大し，世界の市場が二十四時間体制で連
結し，かつその問の取引コストを急速に引き下げる効果を持ってきている。」
そして「価格メカニズムを補完する」シグナルを伝達する手段として，
「デー ク ベースとVAN(付加価値通信網）を結びつける市場の高度化」
(17) T. R. プレークスリー著大前研一編訳「右脳革命」（昭56.プレシデント社）
(18) 拙稿「関大生とコンピューク及びOA」（抽著「教材・経営情報論」昭61.関
西大学出版部）
(19) 濱口恵俊稿「日本の『高度情報社会』への視点」（濱口絹著「高度情報社会
と日本のゆくえ」昭61.日本放送出版会） pp. 9-14 
拙稿前掲論文（商学論集第29巻第5号，第6号）
(20) 今井賢一稿前掲論文（日経新聞61.1.18)
(21) 同 上 （日経新聞61.1.25)
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である。
さらにそれらが「企業経営にいかなるインパクトを与えるか」は，後段で
取り上げる主題であるが，「ネットワークの形成」が前述のごとく包括的，
浸透型である性格からして，それを「キー・ワード」として従来にない大き
な影響を企業経営に与え，変革を促進する要因になっている。
情報化の進展のうち60年代後半から70年代にかけての産業界におけるコン
ピュータの導入を中心とする情報化を第1次情報化するならば，情報処理技
術と情報通信技術の飛躍的発達と特にその結合によるネットワーク化の進展
は，第1次とは質的に異なる広がりと内容をもった第2次情報化と呼ぶべき
新たな段階である。
なお，「情報化の進展」の内容として， 上述のごとくハードウェアを中心
に置くことは勿論であるが，さらにソフトウエア，経営科学（マネジメント
サイエンス）の進展，特に後者をその範疇に入れるべきかどうかが問題で
(22) 
ある。この場合も「関連性と区分」のことを問題として考えたい。
IV 情報化の進展と企業経営
(1) 企業組織内の問題として
(a) 情報化の進展と経営管理
第1次情報化の段階からの問題については，いままで数多くの研究が発表
(23) 
されており， かつて論述したこともあるで，「コンピュータの特長と情報化
の効果」について再述するとともに最近の新しい問題のみについて簡単に述
ぺることとする。
コンピュータの特長からそれが情報処理に最も有利に利用されるのは，
「論理性」，「計数性」の高い性格をもつ領域であり，その効果が期待できる
のは，課題そのものが，演算ステップの多いもの，完壁な論理的な組成のう
(22) 情報化の「客体指標」，「媒体指標」，「主体指標」とわけて考察する論もある。
［新睦人稿「情報社会と日常生活」（濱口編著前掲著書） pp. 102-103] 
(23) 拙著「経営管理とコンピューク」（昭46.中央経済社）他
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えに立つものでなければならない。コンビュークは論理の筋を通すために断
（公）
固として筋を曲げることをしない合理主義の権化のようなものである。
このような特性は，コンピュークで処理すぺき対象となる問題，効果の発
揮できる問題は何かということを明確に認識させる。
また1981年にノーベル医学•生理学賞を受賞したロジャー・スペリー博士
の研究による「右脳・左脳の機能研究」から「コンピューク革命は左脳革命
(25) 
の延長である。」とT.R.プレークスリーは「右脳革命」の中で強調する。
「コンピュークは実際に，われわれの抽象的な論理的思考能力をさらに拡げ
てくれるのである。」「人間の左脳で行なっていた単純記憶や記録作業を置換
してしまった。整然とした論理的規則に従っていればすむ仕事ならなんでも
おおむねコンピュークのほうがうがうまくこなす。」そうして「コンピュー
ク時代の進歩は，人間とコンピューク時代のシナジー（相乗）効果は三方向
協働体である。」単なる分業ではなく， 有機的な相互作用， 協働関係によっ
てシナジー効果を作り出すマン・マシン・システム時代の進歩を意味するこ
とになる。後述するDS S (意思決定支援システム）はその典型的なものと
思われる。
第1次情報化以来企業内のコンピュークによる情報処理活動の進展はめざ
ましいものがあるが， それでもウエイトの高いものは， デーク処理の効率
化，作業的側面の合理化による時間短縮，人事費節減による貢献であり，次
にフィードバック コントロール活動の側面であり，工程管理的特性の現場
管理，在庫管理，最近のFA等に多くみられる。
計画面における活用については，先進的大企業以外においてどれ程実用化
され得ているかまだ疑問である。種々の要因が考えられるが，マネジメント
サイエンスの実用化への適用，それを取り扱いうる人材の不足等がその大
きなものではなかろうかと考えられる。
最近，必要なデークが随時検索できるようなデーク ベース，種々の半構
(24) 拙稿「情報化社会の展望」（商学論集第22巻第 3• 4合併号）
(25) T. R. プレークスリー著大前研一編訳前掲訳書
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造的意思決定分析を行なうラモデルのベース化，ワーク・ステーション（経
営者・管理者用端末）の発達により， 意思決定支援システム (Decision
Support System)が注目されつつある。意思決定過程そのものの有効性の
改善，ならびに意思決定者の創造力や判断力などの問題解決能力の拡大にそ
(26) 
の目的がある。
しかしこれも実際に実用化されるまでには，実用に適したモデルのベース
化がいかに充実されるかにかかっており， 今後の発展を見なければわから
ず，現段階ではまだ不十分さを感ぜざるを得ない。
(d) 情報化の進展と経営組織
情報化の進展，特にOA化の進展，組織内情報ネットワーク（オン・ライ
ン・システム，ローカル・エリア・ネットワーク）の発展が，従来のヒエラ
ルキー，階層構造，特にミドル マネジメントの役割にいかなる影響を与え
(27) 
るかという古くから指摘されながら，いままでは予測の域を出なかった問題
が，いまここへ来て情報通信技術の発展とその経済性の進歩により現実の問
題としてより具体的可能性の問題として検討し得るようになってきた。
(28) 
その場合，島田達己教授の最近の研究にあるように，情報システム部門自
体の側からの環境変化とその適応行動としてみる見方（集中から分散への移
行，それに伴うエンドューザー指向）と，経営管理論の理論的研究の展開を
現実的に促進するための革新的情報処理，通信技術の活用の可能性の観点と
の両者を表裏の関係として検討する必要がある。
「組織は利用可能な技術によって影響を受けながら，逆にその技術を組織
(26) 王耀鐘著「戦略的経営計画とDSS」（昭60.文真堂），小島敏宏著「経営情
報システム論」（昭61.白桃書房）， 布上康夫稿「意思決定支援システム論の展
開」（甲南大経営学会編「企業経営と会計情報」）
(27) HJ.Leavitt and T. L. Whisler, Management in the 1980's. (HBR 
1958 Nov.-Dec.), 拙稿「トークル・システムに関する一考察」（商学論集第10
巻第6号）
(28) 島田達已稿「情報システム部門の環境変化とその適応行動について」（横浜商
大論集第19巻第2号）
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にとって望ましい方向で利用していくという」「双方統合アプローチ」の必
(29) 
要性を感ずる。
特に，経営管理論の側からの指向の方にむしろ重きが置かれるぺきではな
いかと考える。「技術革新」が川の向こう岸で進んでいるのを， こちら側か
ら橋をかけ， あるいは舟を出して積極的に取り入れることによって，「経営
管理論」，「経営組織論」あるいは「経営システム設計」に主体的に生かして
行．くべきがわれわれの課題ではなかろうか。
さらに「効率性と人間性の同時的実現」として提起されることを主たる問
題点として，個に対する欲求の充足と全体としての均衡と安定化を実現可能
ならしめ，情報アクセスの可能性の拡大によるデスクワークの強化，ローカ
ルエリアの情報空間の確立，分権管理を基礎とする管理論を模索すべきであ
(30) 
ると考える。
ただしこれらについては今後の研究課題として残されている。
(2) 企業組織間ネットワークの問題として
コンピュークの発達とは別に，有線系の光通信，無線系の衛星通信という
新しい通信技術（ニュー・メディア）の開発と， いわゆる「通信回線の開
放， 自由化」（電気通信事業法案および日本電信電話株式会社法案の改正に
よる昭和60年4月1日からの第三次開放）により，情報処理と情報通信（コ
ンピュークとコミュニケーション）の物理的設計による遠隔のオフィス機能
空間の数多くの結合をより的確にし，拡大された統合的空間を出現させ，そ
れによって性能の増大を計れる強力なパワーのある状況の出現に向かいつつ
ぁ釘
本社に始まって，各支店•営業所や工場へ，一つの工場から他の工場への
拡大，自己組織内のシステム化が一巡すると，つぎは組織と組織の間のシス
テム化，さらに社会一般の情報システム化の進展，国際間におけるシステム
(29) OA理論研究部会「OAのための組織的基礎の検討」 (OAVol.3, No. 5) 
(30) 拙稿前掲論文（商学論集第28巻第4号）
(31) 拙稿前掲論文（商学論集第28巻第4号，第29巻第5号，第6号）
402 (536) 
(32) 
化への発展と進んで行く。
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ニューメディアを今後の情報化社会を形成する重要なインフラストラクチ
ャーとして位置づけ，拠点的な展開から，面，幹から技へと有機的に結合す
るネットワークとして，大きな拡がりを持って産業組織，産業構造，さらに
将来的には我々の社会生活，家庭生活にもかってない地穀和動をもたらすよ
うなインパクトをもたらす。
そのようなインパクトの方向を見極め， これに適切な対応を図るべき諸問
題の分析，ニューメディアの導入によるプラス，マイナスの両面の見極め，
望ましい構築の方向の的確な選択等種々の検討課題が存在する。
情報化の進展は，産業の合理化，高度化をもたらすばかりではなく，バラ
ンスのとれた調和のある豊かな社会を構築していく上において大きな力にな
る。
しかし大量の情報の集中的蓄積，管理による「管理社会化」の弊害，万一
システム機能の停止，データの漏えい等の「影」の側面に対する認識と，そ
れに対する的確な対応の必要性も重要である。
(33) 
通商産業省・産業政策局編「企業情報ネットワーク」において，①製造関
連グループ，②流通関連グループ，③その他の第3次産業関連グループにお
ける情報化の進展と課題が相当詳しく説明されている。それらの具体的な内
容の紹介と検討は， 他の文献をも加えて次の機会に整理したいと考えてい
る。
しかしこの問題に対するいままでの研究の多くは，ほとんどすべてがマク
ロ的，産業論的研究であり， ミクロ的，主体的，経営学的研究がまだ行なわ
れていない。ここでも残念ながら前者的立場の考察にならざるをえない。
情報ネットワーク化は，まづ情報伝達の迅速化，事務の合理化，人件費削
減，ロス・タイム短縮から，情報の有効活用による新たな効果を得る方向に
(32) 島田達已著「日本的OAの構造と展開」（昭58.白桃書房） p. 121 
(33) 通商産業省・産業政策局編「企業情報ネットワーク」（昭60.コンピュー タ・
エー ジ社）
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進行しつつあるもの（例えば在庫の適正化）もあるが，ネットワークを企業
戦略の展開のための手段として活用できる（例えば川下思考による顧客ニー
ズヘの適合）まではまだ相当の努力と期間を必要とすると考えられる。
一方， リーダシップをとる企業が出る傾向があり，その場合，その企業の
優位性が顕著になり，他の企業との関係において，従来の資本的，人的関係
以上に情報関係の系列化が強化され，それがプラスの面とともにマイナス面
を生じさせる恐れが十分に存在する。
情報ネットワークの構築，運用は，ハードウエア，ソフトウエア等かなり
の額の資金力や技術力を必要とするものであり，十分に対応し得ない中小企
業に対して取引関係の地位上の優劣の差を利用して，それへの参加のための
過重な投資負担を強いたり， それに応じられない企業との取引を拒否した
り，逆にネットワークに加入することにより取引集中度向上の要求が強化さ
れたり，ネットワークからの脱退が実質的に拘束されたり，あるいはネット
ワークを通じて構成企業の事業活動についての監視能力が強化されたりし
て，構成企業の自由な事業活動を制約する恐れ等が多分にある。
(34) 
寺本義也教授が指摘されるように， 「ネットワーク型組織は， 複数の自律
性をもった主体が何らかの資源を通じて相互に結合され，全体としてゆるや
かに連関されたシステム (looselycoupled system)が形成されており，
そしてそこに何らかのオーソリティやリーダーシップが発揮されているよう
な組織」であることが理想的なパクーンである。
今井賢ー教授は，「ネットワーク分業」の性質は，「市場における孤立的な
分業および大企業の内部における制約された分業のいずれとも異なり，それ
ぞれが自律性をもちながらも密接な相互依存関係にある分業」であり，「技
術の専門化をもたらすと同時に，市場を自らつくり出し，自己組織化による
増殖を生み出すのである。」
「と同時に，細分化された分業は，必然的にそれぞれの分業を担っている
(34) 寺本義也稿「ネットワーク型組織とコミュニケーション革新」 (QAVol. 4, 
No. 4) pp. 48-53 
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企業間の連帯を生み出すことになる。なぜならば，ネットワークとして相互
補完的に発展しなければ自らの特色を生かせないからであり，おのずと，自
分の属するネットワークにおける『位置』と他との『距離』を考慮して行動
(35) 
するネットワーク行動がとられることになる。」と述べられる。
しかしこのような緩やかに統合されたネットワーク組織は， このような特
徴と長所を持つとともに，当然のこととして半面欠点をも担つ。
「組織としての伸縮性を持つ半面，不安性を内包しており，また企業面の
つながりが緩やかなもので個々の企業が自律性を発揮しうる半面，権限や強
力なリーダーシップを欠くための組織のバッファーの不在という弱みがあ
(36) 
る。」「これは求心力と遠心力との矛盾ということもできる。」
(37) 
今井教授は遠心力を重視する見方を強調され，寺本教授は「日立，東芝，
日電などの企業グループでは，グループ内の分業のあり方がここへきて大き
く変化しつつあり」，「単純な親—子会社という垂直的階層構造を超えたネ
ットワーク分業の形態を生じつつある。また，技術革新の急速な展開によっ
て， グループを超えた企業間の結合や， 異業種間の結合が盛んになってい
(38) 
る。」と述べられる。
しかしわれわれとしては，過去の企業間の系列化の歴史を考えても，たと
えそれが今井教授が指摘されるように，「財閥」，戦後の「企業グループ」の
(39) 
結びつきとは異なる非連続な面があるとしても，求心力の方の力の強さにゥ
エイトの高いネットワーク組織が形成される可能性が高いと考える。
「同業種企業間による水平型のネットワークのうち，①共同のデータベー
スのように情報提供や情報検索を主目的とするネットワークの場合や，②業
界で共同で情報ネットワークを構築・連営するような場合は，構成企業間に
(35) 今井賢一稿「情報ネットワークの構築」（日経新聞61.1.25)
(36) 同上
(37) 同上
(38) 寺本義也稿前掲論文
(39) 今井賢一稿前掲論文
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は取引上の優劣関係はなく，またネットワークの外部との関係においても開
放的である場合が多い。このようなネットワークの場合，構成企業間の結び
つきはネットワークによってさしたる影響を受けず，構成企業間で競争上の
優劣等の問題は生じないものと考えられる。
「他方，③製造業と流通業（卸売業， 小売業）， 親企業と下請企業のよう
に取引関係のある企業を中心とする，取引に関係する情報の処理伝達のため
の垂直型ネットワークの場合には，取引関係の中核的企業の発意によりネッ
トワークの構築が進められるのが通常である。」 と前記の通産省のリポート
(40) 
にも述べられている。
ネットワーク化の進展に対する対応の差が，企業間の収益力の格差を生ず
る可能性は大きく， VAN, LAN等と関連して， この問題は重要な課題で
あり，今後特に注目して行きたい。
従来の業種区分を超えた事業展開が容易になる場合があり，異業種企業と
の結合が生ずる一方， 互に補完し合い， 結びつきを強めていく可能性もあ
る。証券業，信販業，銀行業の金融情報の収集，分析，提供やキャッシュ・
マネジメント・サービス面，物流・流通分野， CATV事業への参入等，特
にVANの発展と関連させて，経営学の問題として最も重要な課題が与えら
れる領域である。
ただそういう問題については，今後，それぞれの関連グループごと，さら
に各企業ごとの実態調査を裏づけとして検討すぺき残された重要な課題で
ぁi4:)
(40) 通産省編前掲書 pp.51-52 
(41) 西口義展教授のその方向における貴重な研究がある。
西口義展稿「大手小売業の競争戦略」（京大経済論集第137巻第1号） pp. 61 
-82 
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（この論文は，日本経営学会第60回記念大会（於駒沢大学） [61年9月2日~5日］
における統一論題「情報化の進展と企業経営」における発表に加筆したものである。）
同 上稿「高度情報化社会における小規模小売業の対応」 (OAVol. 7, 
No. 1) pp. 30-35 
